
特集

原子力災害と公衆衛生
避難指示解除後の地域復興に向けて

日本で発生した原子力災害として 1999 年 9 月 30 日に発生した茨城県東海
村核燃料加工施設 JCO の臨界事故があります．しかし，長期にわたり多数
の住民が自治体ごと避難を強いられる事態となった原発事故は福島第一原発
事故が初めてです．2017 年 2 月現在も事故を起こした原発廃炉作業が進め
られており，いまだ予断を許さない状況にあります．発災後 6年を経て，田
村市，川内村，楢葉町，葛尾村，南相馬市と，避難指示解除区域が拡大して
きています．全村避難している飯舘村の大部分も 2017 年 3 月末に避難指示
が解除されます．
地域の再生や復興の計画が作られ，進められていますが，自然災害とは異
なり，避難指示解除後も元の生活に戻る住民数が予測できない厳しい現実に
直面しています．自然災害に対する公衆衛生活動については阪神・淡路大震
災以後，保健師の応援・派遣体制や公衆衛生支援チームの創設も進められて
います．しかし，福島の原発事故のような原子力災害に対してはどのような
公衆衛生活動支援をしていく必要性があるのかについてはまだ先が見えてい
ません．福島第一原発事故後の現実を見つめ，今後の原子力災害時の公衆衛
生活動を考えていく必要があります．
日本には北海道から鹿児島にかけて商業用原子炉が 48 基存在しています．
原発は稼働停止していても，同様の事故が起こらない保証はありません．原
子力災害が起こると自然災害と異なり，住民の意思とは関係なく避難をさせ
られ，生活再建の見通しがつかない状況が続くことになる．現在，住民の避
難指示解除がなされ，住民とともに地域復興に取り組む新たな段階に至って
います．
そこで，原発事故後 6年を経て，福島県浜通り地域が抱えている現状と課題

について，ご報告をいただき，共有したいと思います．
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